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日本の食料自給率・食料国産率

■品目別の自給率（2021年度）

日本の食料事情①

１章

１

注：数値は品目別自給率（重量ベース）。（）内は飼料自給率を考慮した値。

Milk

小麦
１７％

牛乳・乳製品
６３％

（２７％）
果実
３９％

肉類
５３％
（８％）

野菜
７９％

いも類
７２％

米
９８％

大豆
７％

海藻類
６９％

魚介類（食用）

５９％

鶏卵
９７％

（１３％）

資料：農林水産省「食料需給表」

我が国の2021年度の食料自給率（国内の食料全体の供給に対する国内生産の割合）はカロリー
ベースで38％です。

■食料自給率（2021年度）

カロリーベース 生産額ベース

食料自給率 ３８％ ６３％

食料国産率 ４７％ ６９％



＝
国内生産

国内生産＋輸入－輸出±在庫増減±イン（アウト）バウンド

【食料自給率の計算式】

食料自給率 ＝
国内生産

国内消費仕向

食料自給率とは、国内の「食料消費」に対する「国内生産」の割合を示す指標であり、
分子を国内生産、分母を国内消費として計算されます。食料自給率の計算上、輸入原
料や輸入飼料を用いて生産した国産食料は、国産に含みません。例えば、小麦粉であ
れば、国内で製粉されたものでも、輸入された小麦を使っていれば、国産に含まれま
せん。また、畜産物については、輸入飼料による国内生産分は国産に含まれません。

食料自給率には、品目別自給率と総合食料自給率があります。
（１）品目別自給率は、特定の品目について重量ベースで計算したものです。
（２）総合食料自給率は、食料全体について品目ごとに単位（供給熱量及び生産額）を揃えて計算

したものであり、①供給熱量ベース（生命と健康の維持の観点からエネルギー量で表したも
の）

と、②生産額ベース（経済的価値に着目し金額に換算して表したもの）の２種類があります。

コラム１．食料自給率・食料国産率とは

■食料自給率

■食料国産率

２

食料自給率は、食料安全保障を図る上での基礎的な指標として、「国内生産」を厳
密にとらえるため、輸入飼料による畜産物の生産分を除いて計算しています。
それに対し、食料国産率は、飼料が国産か輸入かにかかわらず、畜産業の活動を反

映し、国内生産の状況を評価する指標として、輸入飼料による畜産物の生産分を除か
ずに計算しています。
食料国産率の目標（供給熱量ベース、生産額ベース）は、令和２年食料・農業・農

村基本計画において、飼料自給率の目標とあわせて設定されました。

食料自給率の計算上、輸入飼料を用いて生産された国産畜産物は、海外から輸入した畜産物と同様
に自給率にカウントされていません。

このため、
（１）需要に応じて増頭・増産を図る畜産農家の努力を反映し、
（２）日ごろ、国産畜産物を購入する消費者の実感に対応するとともに、
（３）不測時において、輸入畜産物の供給不足時には国産畜産物で対応し、また輸入飼料の供給不

足時には畜産物を食用に回し、飼料需要を削減することで対応しうるという、畜産物の国内
生産の役割を評価する観点から、

飼料が国産か輸入かにかかわらず、国内で実際に生産された畜産物は国産とみなして、食料全体
の供給に占める国内生産の割合を示したものが「食料国産率」です。



日本の食料事情②

我が国の食料消費は、時代とともに大きく変化してきました。
食生活の変化により、米の消費が減少する一方で、畜産物や油脂類の消費が増大してきました。

食生活の変化

米（kg） 肉類、油脂類（kg）

米

肉類

油脂類

■米、畜産物、油脂類の１人・１年当たり消費量の変化

資料：農林水産省「食料需給表」
注：１人・１年当たり供給純食料を記載。

（年度）

１章

３

■食生活の変化のイメージ（1人当たり消費量の変化）
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日本の食料事情③

食料自給率の推移１章
食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきました。

（年度）

コラム２．都道府県別食料自給率

※ 都道府県別自給率は令和２年度の値が最新値となります ４

カロリーベース（％） 生産額ベース（％） カロリーベース（％） 生産額ベース（％）

令和元年度
（確定値）

令和２年度
（概算値）

令和元年度
（確定値）

令和２年度
（概算値）

令和元年度
（確定値）

令和２年度
（概算値）

令和元年度
（確定値）

令和２年度
（概算値）

全 国 38 37 66 67 全 国 38 37 66 67 

北海道 216 217 211 216 滋 賀 49 47 38 36 

青 森 123 125 241 250 京 都 12 11 19 19 

岩 手 107 105 199 216 大 阪 1 1 6 6 

宮 城 73 72 96 91 兵 庫 15 15 38 35 

秋 田 205 200 163 158 奈 良 14 13 23 23 

山 形 145 143 191 189 和歌山 28 27 110 116 

福 島 78 77 93 94 鳥 取 61 60 135 142 

茨 城 66 68 122 126 島 根 61 60 106 105 

栃 木 71 71 110 112 岡 山 36 35 62 63 

群 馬 32 32 96 99 広 島 21 21 39 39 

埼 玉 10 10 17 17 山 口 29 24 44 42 

千 葉 24 24 60 54 徳 島 41 41 116 118 

東 京 0 0 3 3 香 川 33 33 92 87 

神奈川 2 2 12 12 愛 媛 35 34 114 112 

新 潟 109 111 112 111 高 知 43 43 170 170 

富 山 76 75 63 59 福 岡 19 17 36 36 

石 川 47 46 50 48 佐 賀 72 85 136 151 

福 井 66 64 59 54 長 崎 39 38 145 142 

山 梨 19 18 85 89 熊 本 56 55 159 163 

長 野 53 51 134 129 大 分 42 40 114 108 

岐 阜 25 24 43 44 宮 崎 60 61 284 301 

静 岡 15 15 53 54 鹿児島 78 77 275 283 

愛 知 12 11 32 30 沖 縄 34 32 63 64 

三 重 39 38 64 60 
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■食料自給率の推移



日本の食料事情④

食料消費構造の変化１章

■昭和40年度と令和３年度の食料消費構造の比較

我が国のカロリーベース食料自給率は、自給率の高い米の消費が減少（①）し、飼料や原料を
海外に依存している畜産物や油脂類の消費量が増加（②・③）したことにより低下してきまし
た。

輸入部分
輸入飼料部分

（自給としてカウントせず）
自給部分凡例

①

②

③

＜参考＞
上記の図について、
○縦軸は、供給熱量割合（＝1人に1日あたり供給される熱量の品目ごとの割合）を表し
ています。縦軸を見ると、昭和40年度は供給熱量のうち45%程度が米から供給され
ていましたが、令和３年度には20％程度にまで減少していることがわかります。

○横軸は、品目別自給率（供給熱量ベース）を表しています。油脂類について見ると、
昭和40年度は自給率が33%でしたが、令和３年度は３％にまで減少していることが
わかります。

上記の図においては、青い部分（＝ ）が、私たちに供給された熱量のうち自給で
きている部分を表しており、図全体の面積に占める青い部分の面積の割合が、食料自給
率（昭和40年度73％、令和３年度38％）を表しています。

５



コラム３－１．食料自給率の計算方法

なたね油の国内生産額
＝国内生産量（食用）×国産単価－原料輸入額
＝2,847億円－1,658億円 （なたね）

＝1,189億円

国内で生産
された菜種油
（2,847億円）

原料輸入額
（1,658億円）

国内生産額
（1,189億円）

畜産物・加工品は、飼料・原料
の輸入額を控除する。※２

（畜産物・加工品）

飼料輸入額
原料輸入額

国産
単価

単価

国内生産量
（食用） ①

国内消費仕向量
（食用）③

食料の
国内生産額

食料の
国内消費仕向額

生産額ベースでは、食料が生産または輸入された時点で金額を
計測するため、減耗量を含む国内生産量（食用）を適用する。

生産額ベース食料自給率

食料の国内生産額（9.9兆円）

食料の国内消費仕向額（15.7兆円）

＝63％
（令和3年度）

1人・1日当たり国産供給熱量（860kcal）

1人・1日当たり供給熱量（2,265kcal）

＝38％

カロリーベース食料自給率
（供給熱量ベース食料自給率）

（令和3年度）

非食
用

国内生産量

粗食料（国産）

国内生産量（食用） ①

純食料（国産）②

減
耗

不可食
部分

品目別自給率

（例）野菜の品目別自給率

野菜の国内生産量（1,101万㌧）

野菜の国内消費仕向量（1,389万㌧）
＝79％
（令和3年度）

※２ なたね油の国内生産額の計算例

＜国内生産（分子）＞ ＜国内消費仕向（分母）＞

牛肉の国産供給熱量
＝純食料（国産）×単位カロリー×飼料自給率（肉用牛）

＝6 g/人・日×306 kcal/100g×27％
＝5 kcal/人・日

輸入飼料を用いて
生産された
国産牛肉（15 kcal）

国内で生産された牛肉
（20 kcal）

国産飼料を用いて
生産された
国産牛肉（5kcal）

輸入牛肉（25kcal）

12％

輸
入
飼
料

輸入牛肉

国
産
飼
料

飼料自給率反映

国産牛肉

輸入
飼料

国産
飼料

27％

飼料自給率
（肉用牛）

減耗

非食
用

不可食
部分

国内生産量 輸入量
在庫
取崩

粗食料

国内消費仕向量

純食料④

国内消費仕向量（食用） ③

輸出
量

純旅
客

６

品目別自給率、カロリーベー
ス自給率、生産額ベース自
給率を計算する際は、分子・
分母をそれぞれ重量換算、
カロリー換算、金額換算する。

食料自給率 ＝
国内生産

国内消費仕向

【食料自給率の計算式】

※１ 牛肉の国産供給熱量の計算例

単位
カロリー

（畜産物・加工品）

飼料自給率
原料自給率

純食料
（国産）②

純食料④

国産供給熱量

供給熱量

畜産物・加工品は、飼料自給
率・原料自給率を乗じる。※１

単位
カロリー

http://www.dex.ne.jp/mantan/search/std2_search_preview.jhtml?start=8&lastServiceTime=1078481915891&number=1
http://www.dex.ne.jp/mantan/search/std2_search_preview.jhtml?start=8&lastServiceTime=1078481915891&number=1


加工品は、
原料の輸入額
を控除する。

（加工品）

原料輸入額
国産
単価

単価

国内生産量
（食用） ①

国内消費仕向量
（食用） ③

食料の
国内生産額

食料の
国内消費仕向額

生産額ベースでは、食料が生産または輸入
された時点で金額を計測するため、減耗量を
含む国内生産量（食用）を適用する。

生産額ベース食料国産率

食料の国内生産額（10.8兆円）

食料の国内消費仕向額（15.7兆円）

＝69％
（令和3年度）

単位
カロリー

単位
カロリー

（加工品）

原料自給率

純食料
（国産）
②

純食料
④

国産供給熱量

供給熱量 加工品は、
原料自給率を乗じる。

なお、食料自給率と異なり、
畜産物には飼料自給率を
反映しない。

カロリーベース食料国産率
（供給熱量ベース食料国産率）

1人・1日当たり国産供給熱量（1,071kcal）

1人・1日当たり供給熱量（2,265kcal）

＝47％
（令和3年度）

（例）牛肉の国産供給熱量

＝純食料（国産）×単位カロリー
＝6 g/人・日×306 kcal/100g
＝20kcal/人・日

国産率 ４５％

自給率
１２％

〇食料国産率の向上
⇒輸入畜産物から国産畜産物への置き換え
⇒国産畜産物の輸出

〇飼料自給率の向上
⇒国産飼料の増産

国産飼料による
国産畜産物

輸入飼料による国産畜産物

食料自給率の向上のイメージ（例：牛肉のカロリーベース）

「食料国産率」 と 「飼料自給率」の双方の向上を通じて、「食料自給率」の向上を図る

・国産飼料のみで生産可能な部分を厳密に評価できる。
・国産飼料の生産努力が反映される。

食料自給率（飼料自給率を反映）

我が国の食料安全保障の状況を評価

飼料も含めて
本当に自給できるのが
どれだけかわかるよ。

12％

輸
入
飼
料輸入牛肉

国
産
飼
料

飼料自給率反映

国産牛肉

輸入
飼料

27％

飼料自給率
（肉用牛）

牛肉の食料自給率
（カロリーベース）

12％

日本の畜産業の力
がわかるよ。

食料国産率（飼料自給率を反映しない）

・需要に応じて増頭・増産を図る畜産農家の努力が反映される。
・日ごろ、国産畜産物を購入する消費者の実感と合う。

飼料が国産か輸入かにかかわらず、
畜産業の活動を反映し、国内生産の状況を評価

牛肉の食料国産率
（カロリーベース）

45％

45％

輸入牛肉 国産牛肉

すべて国産と
みなす国産

飼料

コラム３－２．食料国産率の計算方法

７

輸入畜産物

令和
3年度

食料
自給率

食料
国産率 差

総合 ３８％ ４７％ ９ポイント

畜産物 １６％ ６４％ ４８ポイント

牛肉 １２％ ４５％ ３３ポイント

豚肉 ６％ ４９％ ４３ポイント

鶏肉 ８％ ６５％ ５７ポイント

鶏卵 １３％ ９６％ ８３ポイント

牛乳
乳製品

２７％ ６３％ ３６ポイント
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日本の食料事情⑤

農業生産基盤の変化１章

■農地面積の推移

農地面積は、主に荒廃農地の発生や宅地用への転用等により減少してきました。

８

平均年齢（右目盛り）

600.4（計）

（単位：万ha）

434.9 （計）

339.1
236.6

261.4

198.3

R3 （年）

我が国農業を支える基幹的農業従事者は減少傾向、また、高齢化も進行しており、令和３年に
おける基幹的農業従事者数は130万人、平均年齢は67.9歳となっています。
※基幹的農業従事者：ふだん仕事として主に自営農業に従事した者。（家事や育児が主体の主婦や学生
等は含まない。）

資料：「耕地及び作付面積統計」

畑

田

490.5（計）

267.9

222.6

10

（単位：千人）

■基幹的農業従事者数と平均年齢の推移

資料：「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

（単位：歳）



主要農産物の輸入先

日本の食料事情⑥

輸入割合が高い農産物品目のうち、とうもろこし、小麦、大豆、牛肉では輸入先上位3か国で輸
入額の9割以上を占めています。また、輸入先国の多くは政情が安定している国です。

海外に依存している
輸入品目別の
農地面積（試算）

913万ha
（2016～2018年）

国内農地面積

442万ha
（2018年）

コラム４．農産物輸入量を農地面積に換算すると

１章

９

■日本の主要農産物の国別輸入割合（2021年）

資料：農林水産省「農林水産物輸出入概況」

農産物全体

米国
23 %

中国
10%

カナダ
7%

豪州
7%

タイ
6%

イタリア
5%

ブラジル
4%

インドネシア
3%

その他
34%

輸入額
7兆388
億円

その他
13％

小麦：1,958億円

豪州
19％

米国
45％

カナダ
36％

その他0.2％

大豆：2,277億円

米国
75％

カナダ
10％

ブラジル
14％

その他1％

牛肉：4,079億円

米国
42％

豪州
41％

カナダ
7％

その他10％

豚肉：4,882億円

米国
27％

カナダ
26％スペイン

13％

メキシコ
12％

デンマーク
9％

その他
13％

0 200 400 600 800 1000

■日本の農産物輸入量の農地面積換算（試算）

（万ha）

小麦
１８４

とうもろこし

１５１
大豆
９６

畜産物（※）
２７４

その他作物
（なたね、大麦等）

２０６

田
２４１

畑
２０１

国内農地面積の
２．１倍相当

日本が輸入している農産
物のうち、穀物と油糧種
子について、その輸入量
を生産するために必要な
海外の農地面積は、日本
国内の農地面積の2.１倍
に相当する913万haとな
ります。

資料：農林水産省「食料需給表」、「耕地及び作付面積統計」等を基に農林水産省で試算。
（※）輸入している畜産物の生産に必要な牧草・とうもろこし等の量を当該輸入相手国の単収を用いて面積に換算したもの。大豆油の搾りかすや
小麦ふすま等も飼料として活用
注：１年１作を前提。

とうもろこし：5,201億円

米国
73％

ブラジル
14％

その他5％
アルゼンチン

8％
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令和３年度

日本の食料事情⑦

■我が国と諸外国の食料自給率

日本の食料自給率の水準１章

我が国は、人口は世界の中で上位に位置しますが、国土面積のうち約７割を森林が占め、農地
面積が限られていることから、１人当たり農地面積は3.5a（オーストラリアの約400分の１、
アメリカの約40分の１、イギリスの約8分の１）と諸外国に比べ小さくなっています。

輸出が多い国の食料自給率は100％を超えている中にあって、我が国の食料自給率は、先進国
中最低の水準にあります。

■諸外国の人口、土地等の状況（令和元年）

資料：FAOSTAT-Landを基に農林水産省で作成 10

カナダ
オースト
ラリア

アメリカ フランス ドイツ イギリス イタリア スイス 日本

人口（万人） 3,741 2,520 32,906 6,513 8,352 6,753 6,055 859 12,656

国土面積（万ha） 98,798 77,412 98,315 5,491 3,576 2,436 3,021 413 3,780

森林面積（万ha） 34,697 13,401 30,980 1,717 1,142 318 951 127 2,494

森林面積率（％） 35 17 32 31 32 13 31 31 66

農地面積（万ha） 5,972 38,380 40,581 2,862 1,831 1,782 1,315 153 440

１人当たり農地面積（a/人） 160 1,523 123 44 22 26 22 18 3.5

日本を１とした場合 46 438 35 13 6 8 6 5 1

資料：農林水産省「食料需給表」、FAO“Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算。（アルコール類等は含まない）
注１：数値は暦年（日本のみ年度）。スイス（カロリーベース）及びイギリス（生産額ベース）については、各政府の公表値を掲載。
注２：畜産物及び加工品については、輸入飼料及び輸入原料を考慮して計算。



食料の潜在生産能力(食料自給力)とは

『食料自給力指標』とは、国内生産のみでどれだけの食料（カロリー）を最大限生産することが
可能か、潜在生産能力を試算したものです。

11

①食料自給力に関する国民の共通理解の醸成
②食料安全保障に関する国民的議論の深化

指標化の
ねらい

１章

国内生産の現状や動向について認識を共有していくため、『食料自給力』に関する指標を作りま
した。

日本の食料事情⑧

カロリーが
高い作物を植える

その際、二毛作可能地等の全てで
農地をフル活用

不作付地
荒廃農地

（再生利用可能部分）

食料自給力指標

花など非食用作物を
栽培している農地

いも類

農地・農業
用水等の
農業資源

農業
技術

農業
労働力

農地面積・汎用田面積等を用いて
最大限熱量（栄養バランスも考慮）
を供給できる品目を生産

品目ごとの単位当たりの投入労働時間を
用いて、上記品目を生産するために必要
な労働時間を算定
（省力化すれば必要労働時間は削減）

現状の就業者による延べ労働時間
（臨時雇用含む）で上記必要労働時
間をどの程度充足できるか（労働充足
率）を加味

最
も
基
礎
的
な
構
成
要
素

■食料自給力指標の算定方法

米・小麦

農地面積・汎用田面積等の中で・・・
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食料自給力指標（令和３年度）１章
いも類を中心とする作付けでは推定エネルギー必要量を上回るものの、米・小麦を中心とする
作付けではこれを下回る結果です。

日本の食料事情⑨

（年度）

（kcal／人・日） ■ 食料自給力指標の推移

食料自給力指標は、近年、米・小麦中心の作付けでは小麦等の単収増加により横ばい傾向と
なっている一方、より労働力を要するいも類中心の作付けでは、労働力（延べ労働時間）の減
少により、減少傾向となっています。

米

米

米

小麦

小麦

小麦

いも類

いも類

野菜

野菜

野菜

畜産物

畜産物

畜産物

水産物

水産物

水産物

その他

その他

その他

輸入

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

供給熱量
2,265kcal

供給可能熱量
2,418kcal

推定エネルギー必要量
2,169kcal国内生産＋輸入による現在の食生活

国内生産のみによる米・小麦中心の作付け

国内生産のみによるいも類中心の作付け

供給可能熱量
1,755kcal

（kcal／人・日）

■食料自給力指標（令和３年度）

いも類中心の作付け

米・小麦中心の作付け

国産供給熱量

注 ：推定エネルギー必要量とは、１人・１日当たりの「そのときの体重を保つ（増加も減少もしない）ために適当なエネルギー」の推定値をいう。



コラム5．食料自給力指標の各パターンにおける食事メニュー例

食料自給力指標（その時点における我が国の食料の潜在生産能力を評価する指標）における供給可能
熱量（令和３年度）は、約1,700kcal～約2,400kcalとなりますが、それぞれのパターンにおける食事
メニューのイメージは以下のようになります。

（注）各パターンにおいて、再生利用可能な荒廃農地においても作付けする場合の試算結果を掲載。

米・小麦中心の作付け

いも類中心の作付け

13



食料自給力指標の見通し（令和12年度）１章
日本の食料事情⑩

今後、農地や農業労働力の確保、単収の向上等を図り、これらを含めて農地等を最大限活用す
ることとした場合の令和12年度の食料自給力指標を示しています。

■食料自給力指標の見通し（令和12年度）

コラム6．食料自給力指標の計算方法

基本的な計算式

食料自給力指標＝
σ𝑖 品目𝑖の生産量 ×品目𝑖の単位重量当たり熱量

人口 × １年間の日数

労働充足率＝
現有労働力の延べ労働時間

σ𝑖 品目𝑖の単位面積（１頭羽）当たり労働時間 ×品目𝑖の作付面積（頭羽数）

労働充足率（※）が100％以上の場合

労働充足率が100％未満の場合

（※）

14
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■世界の人口の見通し

資料：国連「World Population Prospects 2022」
注：上記資料における「More Developed Regions」（日本、北米、豪州、ニュージーランド及びヨーロッパの国）を「先進国」、「Less Developed Regions」（他の

すべての国）を「開発途上国」としている。

増加する世界人口と穀物需給の推移２章

世界の人口は、2060年に100億人を超える見込み。

世界の食料事情①

15

■世界の穀物の需給及び単収等の推移

資料：USDA「PS&D」（2022年9月）。
注：1960年を100とした場合の指数。なお、消費量は「PS&D」の各年の「期首在庫量＋生産量－期末在庫量」により算出。

人口の増加に伴い、穀物消費量が増加していますが、穀物生産量は、主に単収を伸ばすことで、
これに対応しています。
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（参考）畜産物1kgの生産に必要な穀物量：牛11kg、豚肉5kg、鶏肉3kg、鶏卵2kg
（部分肉ベース。鶏卵については１kgを生産するために必要な穀物量）
農林水産省で試算。（全ての穀物等飼料をとうもろこしに換算)

畜産物の生産量が増加すると、穀物の需要もそれに併せて増加します。これは畜産物の生産に
は多くの飼料穀物が必要となるためです。

２章 経済成長による飼料穀物需要の拡大

世界の食料事情②

16

経済が成長し、国民１人当たり所得が向上するにつれて、１人・１年当たりの肉類消費量は
増加してきました。近年、1人・1年当たりの肉類消費量は横ばい傾向ですが、人口増加に伴い、
肉類消費量の総量は今後も増加する見込みです。

■世界平均の肉類消費量と国内総生産（ＧＤＰ）（名目）の推移
（１人・１年当たり）

■世界の穀物の飼料用需要量及び肉類生産量の推移

資料：USDA 「PS＆D」(2022年9月）、国連「World Population Prospects 2022」、World Bank 「National Accounts Main Aggregates  Database」
を基に農林水産省にて作成。

注：肉類消費量及び肉類生産量は、牛肉、豚肉、鶏肉の計。なお、鶏肉は1998年までは「Poultry, Meat, Broiler」の数値、1999年以降は
「Meat, Chicken」の数値を利用している。

資料：USDA 「PS＆D」(2022年9月）を基に農林水産省にて作成。

注：肉類生産量は、牛肉、豚肉、鶏肉の計。なお、鶏肉は1998年までは「Poultry, Meat, Broiler」の数値、
1999年以降は「Meat, Chicken」の数値を利用している。

(年）
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変動する穀物生産量と国際価格の動向
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2022年11月4日現在の価格
（□内は過去最高値）

大豆
533ドル

とうもろこし

268ドル
小麦

311ドル
コメ

440ドル

1,038ドル
(2008.5.21)

651ドル
(2012.9.4)

524ドル
(2022.3.7)

327ドル
(2012.8.21)

資料：農林水産省「穀物等の国際価格の動向」
注１： 小麦、とうもろこし、大豆は、シカゴ商品取引所の2022年11月までの各月第１金曜日の期近終値の価格。コメは、タイ国家貿易

取引委員会公表による各月第１水曜日のタイうるち精米100％２等のＦＯＢ価格。
注２： 過去最高価格については、コメはタイ国家貿易取引委員会の公表する価格の最高価格、コメ以外はシカゴ商品取引所の全

ての取引日における期近終値の最高価格。

欧州天候不順・豪州
干ばつ等による高騰
（2008年）

米国での高温・乾燥等
による高騰（2012年）

■穀物等の国際価格の動向

２章

干ばつ等の大規模自然災害や異常気象により、穀物の生産量は大きく影響を受けています。

世界の食料事情③

穀物等の国際価格は、飼料穀物需要やバイオ燃料需要の増加といった要因に加え、生育期の
天候等により変動します。

資料：USDA「World Agricultural Supply and Demand Estimates」（November 2022）、「PS&Ｄ」
（注）なお、「PS&Ｄ」については最新の公表データを使用している。

■穀物（コメ、とうもろこし、小麦、大麦等）の需給の推移
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農産物は、生産量に占める輸出量の割合が比較的低く、多くを自国の食料として消費して
います。小麦、とうもろこし、大豆は主要生産国で世界総輸出量の約８～９割を占めており、
その中でも大豆は輸出国が多様化しておらず、ブラジル・米国の２か国が大半を占めています。

輸出国もいざという時は自国内の供給を優先
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２章

■主な農産物の貿易率

世界の食料事情④

資料：USDA「PS＆D」 （2022年８月）(2021/22の数値）、BP「Statistical 

Review of World Energy 2022」(2021年の数値) を基に農林水産省で作成。

注：貿易率＝輸出量／生産量×100

（参考）

26 
10 16 

44 49 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

■直近の主な農産物・食品の輸出規制に関する動き（令和４年９月時点）

ロシア 小麦、メスリン、ライムギ、大麦、とうもろこし：輸出枠（4/1～6/30）

ユーラシア経済同盟 ライ麦、コメ、そば、キビ、穀物（コメを除く）のひき割り・ミール・ペレット、そば加工品、ヒマワリ種子等：輸出禁止 (4/12～6/30)

大豆：輸出禁止（4/12~6/12）、ヒマワリ種子：輸出許可制度(7/1~8/31)

ウクライナ 小麦：輸出枠（3/30~6/30）、ライ麦：輸出枠（ 8/17～21年6/30）、そば：輸出禁止（4/2~7/1）

ベトナム コメ：輸出枠(4/10～4/30)

ミャンマー コメ：輸出枠(5/1～9/30)

インドネシア パーム油：輸出停止（22年4/28～22年5/23）

注１：このほか、ルーマニア、北マケドニア、セルビア、トルコ、カザフスタン、タジキスタン、タイ、カンボジア、アルジェリア、エジプト、エルサルバドル、ホンジュラス。
注２：ユーラシア経済同盟…ロシア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギス、アルメニア
注３：インドでは、2020年 4～7月において、政府による輸出規制はなかったが、新型コロナウイルス感染症拡大によるロックダウンの影響で、一時的に輸出が停滞。
※WEBサイト、報道等をもとに農林水産省作成26 

【アルゼンチン】

・小麦、大豆、とうもろこし、牛肉等：輸出税（19年
12/14~）

・牛肉：一部輸出停止（21年6/23～23年12/31）

・小麦、とうもろこし：輸出上限数量設定（21年12/17～）

【インド】

・小麦：輸出禁止（22年5/13～）

（輸入国が食料安全保障上必要とする場合を除く）

・コメ：砕米の輸出禁止、精米等への輸出税導入（22年９/9～）

【ロシア】

・小麦、大麦、とうもろこし：変動的輸出税（21年6/2～）

※新型コロナウイルス感染拡大等による主な農産物・食品の輸出規制実施国 （2020年3月以降）

■2021/22年度の世界の穀物等の輸出国の内訳・割合

《とうもろこし：199.2百万トン》

《大豆：154.2百万トン》

約８割

約９割

約９割

資料：USDA「Production, Supply 

and Distribution」（2022.8.9）

を基に農林水産省で作成

《コメ：54.1百万トン》

その他

《小麦：200.1百万トン》

インド, 
39.7%

タイ, 
12.9%

ベトナム,
12.2% 35.2%

食料需給のひっ迫や食料価格が高騰した場合には、各国では輸出を制限するなど、自国内の食
料の安定供給が優先される傾向にあります。

その他

約６割
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食料安全保障の基本的な考え方３章
食料の安定供給に向けて①

○ 国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素が存在し
ていることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これと輸入及び備蓄と
を適切に組み合わせることにより確保することとしています。

○ 不測の事態に備え、平素から食料供給に係るリスクの分析・評価を行うとともに、我が国
の食料の安定供給への影響を軽減するための対応策を検討、実施することにより、総合的な
食料安全保障を確立します。

（２） 不測時に備えた食料安全保障

（１） 食料安全保障の確立に向けた取組

○ リスクを洗い出し、そのリスクごとの影響度合、発生頻度、対応の必要性等について
定期的に検証

○ 主要な不測の事態を想定した具体的な対応手順を検証

国内の農業生産の増大

備蓄の推進

・米、小麦及び飼料穀物の適正な備蓄水準の確保 等

輸入穀物等の安定供給の確保

品目 概要

米 政府備蓄米の適正備蓄水準は100万トン程度

食糧用小麦 国全体として外国産食糧用小麦の需要量の2.3ヶ月分

飼料穀物 国全体としてとうもろこし等の飼料穀物約100万トンを民間備蓄

・担い手の確保や農地の集積・集約化
・スマート農業による生産性向上
・国産農産物の増産や国産への切替え
・輸出拡大にも対応した畜産物、果実等の増産
・食育や地産地消の推進 等

・輸入相手国との良好な関係の維持・強化
・関連情報の収集・分析、定期的な情報発信 等

商社など

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

在外公館
現地調査

国際機関



詳しくは農林水産省Webページをご覧ください
https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/anpo/risk_2022.html

コラム7．「食料の安定供給に関するリスク検証（2022）」について

我が国の食料の生産や供給をめぐる国内外の状況は刻々と変化しており、特に近年、新型
コロナウイルスの感染拡大やロシアによるウクライナ侵略といった新たなリスクの発生によ
り、食料安全保障上の懸念は高まりつつあります。
このため、農林水産省では、将来にわたって我が国の食料安全保障を確立するために必要

な施策の検討に資するよう、食料の安定供給に影響を及ぼす可能性のある様々な要因（リス
ク）を洗い出し、包括的な検証を行い、令和４年６月に「食料の安定供給に関するリスク検
証（2022）」として公表しました。

我が国の供給カロリーのうち38％（令和３年度）は国内生産によって賄われており、残りの

62％は海外から農林水産物・食品を輸入しています。この海外からの供給分をより詳細に分析

するため、各国・地域からの輸入量で按分して試算すると、下図のようになります。

図：我が国の供給カロリーの国別構成（試算）
：令和３年度

供給カロリーの多い順に、米国

（23％）、カナダ（11％）、豪州

（９％）、ブラジル（３％）となり、

国産とこれら主要４ヶ国分とを合わ

せると、供給カロリーの大部分

（84％）を占めています。現在の私

たちの食生活を前提として、今後の

食料供給の安定性を維持していくた

めには、これらの輸入品目の国産へ

の置き換えを着実に進めるとともに、

主要輸入先国との関係を維持してい

くことも必要不可欠となります。

〇主な検証結果

・ 輸入割合の高い主要な品目（小麦、大豆、なたね、飼料穀物等)では、価格高騰のリスク

を「重要なリスク」と評価。

・ 野菜・果実・畜産物・水産物等では労働力不足のリスクを「重要なリスク」、

関係人材・施設の減少リスクを多くの品目で「注意すべきリスク」と評価。

・ 輸入に依存する燃油・肥料・飼料穀物の価格高騰のリスクを「重要なリスク」と評価。

・ 温暖化リスクはほとんどの品目で顕在化しつつあると評価。

・ 家畜伝染病のリスクを「重要なリスク」と評価。

コラム8．我が国の食料供給の概観（カロリーベース）について
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平成30年度（2018）
＜基準年度＞

37％

66％

38％

63％
生産額ベース
食料自給率

カロリーベース
食料自給率

■食料自給率等の目標

令和３年度（2021）

食料自給率の目標は、品目毎の「消費の見通し」と「生産努力目標」を積み上げて設定されて
います。生産努力目標の達成のためには、食料・農業・農村基本計画で示されている品目毎の
克服すべき課題を解決していくことが必要です。

食料自給率等の目標の設定３章
食料の安定供給に向けて②

令和12 （2030）年度の食料自給率をカロリーベースで45％、生産額ベースで75％に高める
目標を掲げています。

46％ → 47％ → 53％

69％ → 69％ → 79％生産額ベース
食料国産率

飼料自給率

カロリーベース
食料国産率

25％ → 25％ → 34％

単位：万トン
（注１）米は米粉用米、飼料用米を除く
（注２）基準年のH30の数値は、令和２年基本計画策定時の最新値である概算値。

45％

75％

令和12年度（2030）

＜目標年度＞

■生産努力目標の達成状況■生産努力目標と生産量の実績値
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0%

50%

100%

米

小麦

大豆

かんしょ

ばれいしょ

野菜

果実

てん菜さとうきび

生乳

牛肉

豚肉

鶏肉

鶏卵

魚介類（食用）

H30
基準年度

R1 R2 R3 R12
目標

カロリーベース
食料自給率 37% 38% 37% 38% 45%

生産額ベース
食料自給率 66% 66% 67% 63% 75%

飼料自給率 25% 25% 25% 25% 34%

カロリーベース
食料国産率 46% 46% 46% 47% 53%

生産額ベース
食料国産率 69% 70% 71% 69% 79%

H30
基準年度

R1 R2 R3 R12
目標

米 775 774 773 752 723

小麦 76 104 95 110 108

大豆 21 22 22 25 34

かんしょ 80 75 69 67 86

ばれいしょ 226 240 221 218 239

野菜 1,131 1,159 1,144 1,101 1,302

果実 283 270 267 260 308

てん菜 361 399 391 406 368

さとうきび 120 117 134 135 153

生乳 728 736 743 765 780

牛肉 48 47 48 48 57

豚肉 128 129 131 132 131

鶏肉 160 163 165 168 170

鶏卵 263 265 260 258 264

魚介類（食用） 335 312 304 305 474



食料自給率目標の達成に向けて

食料自給率目標の達成に向け、様々な施策を実施しています。

３章
食料の安定供給に向けて③
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水田を活用した新産地の形成や加工・業務用野菜の生産拡大、機械化一貫体系や環境制
御技術の導入等を通じた生産性の向上、摂取量の拡大

省力樹形や機械化作業体系の導入等を通じた労働生産性の向上、海外の規制・ニーズに対
応した生産・出荷体制の構築

国内産小麦・大豆の需要拡大に向けた品質向上と安定供給、耐病性・加工適性等に優れた
新品種の開発導入の推進、団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる強化やス
マート農業の活用による生産性の向上

小麦・大豆

野菜

果実

性判別技術や牛舎の空きスペースも活用した増頭推進、
中小・家族経営も含めた生産性向上・規模拡大、繁殖雌牛などの増頭推進

畜産物

（目標）（小麦）76万トン（H30）→108万トン（R12）
（目標）（大豆）21万トン（H30）→34万トン（R12）

（目標） 1,131万トン（H30）→1,301万トン（R12）

（目標） 283万トン（H30）→308万トン（R12）

（目標） （生乳）728万トン（H30）→780万トン（R12）
（目標） （牛肉）33万トン（H30）→40万トン（R12）

需
要
面
の
施
策

（
品
目
横
断
的
施
策
）

生
産
面
の
施
策

１．担い手への農地集積・集約化の加速化
２．放牧など多様な農地利用による農地保全

１．加工・業務用需要への対応
２．諸外国の規制やニーズに対応できるグローバル産地づくり

国内外の需要の変化に対応した国内農業の生産基盤の強化

１．担い手の育成・確保
２．中小・家族経営など多様な経営体による地域の下支えや農業支援サービスの定着

輸出阻害要因の解消等による輸出環境の整備（例：輸出先国との協議の加速化）

海外への商流構築、プロモーションの促進（例：日本産食材サポーター店等の拡大・活用）

官民協働による新たな国民運動、食料の安定供給リスクの情報発信

食品産業との連携、農業と食品産業の安定的な取引関係の確立

食育、地産地消、和食文化の保護・継承の推進（例：「日本型食生活」の実践推進）

（
品
目
別
施
策
）

生
産
面
の
施
策

消費者、食品産業事業者等による積極的な国産農産物の消費拡大

農林水産物・食品の輸出促進



不測の事態に備えて、政府として講ずべき対策の内容、根拠法令、実施手順等を示した「緊急事態食料安
全保障指針」を取りまとめています。
この指針では、事態の深刻度（レベル）に応じた対応を定めています。

食料の安定供給に向けて④

「緊急事態食料安全保障指針」について３章

■不測の事態の深刻度に応じた対応

• 食料供給の見通しに関する情報収集・分析･提供

• 備蓄の活用と輸入の確保

• 規格外品の出荷、廃棄の抑制などの関係者の取組の促進

• 食料の価格動向などの調査･監視

レベル０ レベル１以降の事態に発展するおそれがある場合

• 緊急の増産（国民生活安定緊急措置法）

• 生産資材（種子･種苗、肥料、農薬）の確保（国民生活安定緊急措置法など）

• 買い占めの是正など適正な流通の確保（買い占め等防止法など）

• 標準価格の設定などの価格の規制（国民生活安定緊急措置法）

レベル１ 特定の品目の供給が、平時の供給を２割以上下回ると
予測される場合を目安

• 熱量効率が高い作物などへの生産の転換

• 既存農地以外の土地の利用

• 食料の割当て･配給及び物価統制（物価統制令、国民生活安定緊急措置法、食糧法）

• 石油の供給の確保（石油需給適正化法）

レベル２ １人１日当たり供給熱量が2,000kcalを下回ると

予測される場合を目安

■平素からの取組

• 食料自給力の維持向上

• 適切かつ効率的な備蓄の運用、安定的な輸入の確保

• 国内外の食料供給に関する情報の収集・分析・提供

• 事業継続計画等の策定、状況に応じた見直し等を促進

早期注意段階 主要な輸入農作物の国際相場の高騰等による影響が懸念される場合

• 情報の収集・分析の強化

• 関連業界、消費者への的確な情報発信
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食料の安定供給に向けて⑤

食品の家庭備蓄について

大きな災害が発生すると、ライフラインや物流機能が停止するおそれがあります。
そのため、地震などの大規模災害への備えとして、家庭においても、最低でも３日分、できれ
ば１週間分の家庭備蓄を推奨しています。

３章

■災害発生からライフラインの復旧までのイメージ図

■食品の家庭備蓄の例
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◼ 災害直後は炭水化物ばかりになりがち

◼ 便秘・口内炎など体調不良を起こしやすい

たんぱく質をとるためには缶詰がおすすめ

ビタミン、ミネラル、食物繊維をとるための野菜を常備

詳しくは農林水産省Webページの
「家庭備蓄ポータル」をご覧ください

https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/foodstock/index.html

日頃から、栄養バランスや使い勝手を考えて各家庭に合った食品を選ぶことが大切です。

「ローリングストック」とは、普段の食品を少し多めに買い置きしておき、賞味期限を考えて古いもの

から消費し、消費した分を買い足すことで、常に一定量の食品が家庭で備蓄されている状態を保つ

ための方法です。

25

コラム9．簡単！ローリングストックと、備蓄食品の選び方

https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/foodstock/index.html


食と環境を支える農業・農村への国民の理解と共感・支持を得つつ、国産の農林水産物の積
極的な選択といった具体的な行動変容に結びつくよう、若者（Z世代）を重点ターゲットとし
た官民協働による国民運動として「食から日本を考える。ニッポンフードシフト」を展開して
います。

コラム● 食料の安定供給に向けて

「食から日本を考える。」動画はこちら

新たな国民運動「ニッポンフードシフト」３章
食料の安定供給に向けて⑥
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コラム10．「食から日本を考える。」アニメーション動画の発信

ニッポンフードシフトのwebサイトでは、以下の内容のアニメーション動画を発信し、日本

の食と農のつながりの変化について解説

1960年代と比べ、日本人のライフスタイルは大きく変化、食生活も多様化（肉や油の消費が

増える一方、米の消費は減少など）

日本は少子高齢化が進む一方、世界の人口は今後も増加し、

世界の食市場は2030年には1360兆円まで拡大が見込まれてい

る。そのため、日本の農林水産業の発展のため、輸出の拡大が

重要

地球温暖化の影響による気候変動等に直面する現在、持続

可能な発展は世界的な課題であり、日本でも持続可能な食料

システムの構築のため、「みどりの食料システム戦略」を策

定、2050年までのカーボンニュートラル達成を目指す（化学

肥料・農薬の低減、堆肥のペレット化など）

ロボット技術、AIやICTの活用により、生産性の向上を実現す

るとともに、化学肥料・化学農薬、燃料の使用削減によって、

持続可能な食料生産にも貢献

農林水産業も食品関連産業も、いま大きく変わろうとしており、

その変化を方向付け、リードするのは、私たち消費者の選択です。

食事から自分自身の「食」の未来について考えてみませんか。

○「食」のこれまでとこれから

○広がる世界の食市場

○持続可能な食料生産

○スマート農業

○未来の選択



連絡先

農林水産省大臣官房政策課食料安全保障室

〒１００－８９５０
東京都千代田区霞が関１丁目２番１号
ＴＥＬ：０３－６７４４－０４８７（食料自給率・食料自給力関係）
ＴＥＬ：０３－６７４４－０５４６（食料安全保障関係）
ＴＥＬ：０３－６７４４－２３７６（国民運動関係）

食料自給率・食料自給力・食料安全保障等に関する詳しい情報は、
農林水産省大臣官房政策課食料安全保障室ＨＰ「知ってる？日本の食料事情」で公開しております。

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/検索食料自給率

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/

